
２９６

軍産複合体と地域開発

　　　米国南部のばあい

藤　岡　　惇

１． パッ クス ・アメリカーナの構築と軍産複合体

　第二次大戦から戦後の冷戦時代に，軍事技術は民需技術とは切り離されるか

たちで異常な発達をとげた。そのため戦時にな ってから民需産業を軍需産業に

転換するという従来のやり方は技術的にも不可能となり ，平時から巨大な兵器

産業を「飼って」おき，軍事技術の開発に当たらねはならなくな った。とくに

核ミサイルが開発され，最初の３０分で勝負か決まるとなると ，いつでも最高水

準の軍備で「北極海の白熊」（ソ 連）を脅しつける常時即応態勢が必要とされ

た。

　米国は，杜会主義圏を封じ込めるために最前線に大規模な戦力を配備し，世

界中に巨大な基地網を建設した。また第二世界や従属国に親米政権を維持する

ために，巨額の援助 ・買収費も必要とな った。かつての古典的な帝国主義時代

には，このような「覇権国 コスト」を植民地人民から徴税という形で調達する

ことができたが，戦後の世界的力関係のもとでは，それもかなわぬこととな っ

た。 バソクス ・アメリカーナ体制維持のための軍備 コストが暴騰する時代，こ

のコストをもっ ぱら米国国民だけか負担しなければならない時代が始まっ たの

である 。

（７８４）
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軍事部門の位置

　冷戦体制のもとで恒久化したこのような軍事部門は，米国経済のなかでどの

ような大きさを占めるものであ ったのか 。

　まず労働力の面でみると ，レーガ１■ 軍拡直前の１９８０年でも ，軍需産業部門

（海軍造船所など国営軍需工廠を除く民間部門）に２２１万人，国防総省（ペンタゴン）

雇用の軍事要員（一部文民もふくむ）３２８万人をくわえると ，総計で５５０万人に達

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
した。この数は，全米の労働力中の５ ．３％程度であ った（ただし後述するよう

にハイテク関連の労働力中の比率は，はるかに高い）。

　国民総生産にしめる軍事費の割合は，７％程度（１９６０～８０年平均）であるが
，

耐久工業財生産総額にしめるペンタゴン調達分の比率をとると ，１５％程度（８１

　　　　２）
年）になる 。物的資産の面でみるとベンタゴソの比重はもっと高い。すなわち

１９８３年に国防総省が所有する物的資産総額（簿価）だけで，同年の製造業の物
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
的資産総額（簿価）の半分近くに達したという 。

軍産複合体の運動

　このように国防総省は，どのような巨大企業も足もとにも及ばぬ文字どおり

全米１の巨大な「事業体」とな った（ただしこの事業規模には，核弾頭生産を管轄

する二不ルキー省や干宙開発を担当する航空宇宙局（ＮＡＳＡ）とい った関連部門か含ま

れていない。これらも含むと ，国防関連事業体の事業規模はい っそう巨大となろう）。

　ところでこの巨大化した軍事部門内部では軍需産業側は，単に国防総省の指

揮・ 命令に従うだけの受け身的存在ではない。軍需企業には，主契約企業（完

成品の納入を請負う）だけで２万杜，下請げ企業も含めると１２万杜もあるといわ

れるが，その中核は寡占的市場支配力をふるう少数の巨大企業からな っている

（たとえば１９８２年には上位５杜だけで主契約額の２４．６％（６５年では１９．６％） ，上位２５杜

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
で主契約額の４８．２％，上位１００杜で主契約額の６８．９％を占めていた）。 そのため ，

これら巨大な寡占軍需企業の投資戦略 ・技術開発戦略が，逆に国防総省の兵器

開発方針や軍事戦略に大きな影響を与えるという事態か広範に生まれてきたの
　　　５）
である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７８５）
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　たじかに軍事部門の活動は，建前としては連邦議会を介して国民の コント

ロー ルのもとにおかれてはいる 。しかし軍事技術の高度の発展と秘密主義のな

かで ，国民や　般議員にとっ て軍事技術や戦略の適否，新型兵器の適正 コスト

などを科学的に評価したり監視したりすることは至難の技とな った。このよう

な条件のもとでは，この事業体の内部で ，利潤増大を求める軍需資本の魂と最

強の戦力を求める軍部官僚の魂とが癒着し，軍需依存地域選出の国防議員族を

まきこみつつ，杜会の制御をはなれた独自の軍拡運動を展開することになりや

すいからである 。あたかもヒンズー教の大祭の際に信者をひき殺しつつ暴走す

る「ジャガノート車」のように，杜会の制御と監視から離れ，利潤と支配力の

拡大を求めて独自の運動をするようにな った「軍事事業体」のことを「軍産複
　　　　　６）
合体」と呼ぶ 。

生産資源の略奪

　たしかに大量の失業者と遊休工場をかかえている時代には，軍事経済は生産

資源を稼働させ，「景気づける」作用をする 。しかし生産財の生産であれぱ ，

その結果新たな物的生産力が生みだされ，消費財の生産であれは，その消費の

結果。人間的生産力の再生産 ・発達がもたらされる 。それにたいして軍需財の

生産は，既存の生産力 ・産業資源を消耗しはするが，生産力の再生産や拡充と

は基本的に（後述する技術の波及作用などを除げぱ）無縁である 。したが って軍事

経済の肥大化が長く続くと ，生産資源を民需部門から略奪する悪影響が強まる

ことになる 。

　米国では半世紀にわた って ，投資用財源や科学技術者の３０％，研究開発資金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
の４０％程度が，軍事 ・宇宙産業に奪われてきた。米国の民需用産業は，このよ

うな重いハノティ を背負 ったまま日本や西独の企業と競争せざるをえなかった

のである 。

　もっとも上の過程で開発された軍事技術が民需用分野にスムーズに転用でき

るならば，先の資源略奪作用はある程度相殺 ・緩和されたであろう 。しかし軍

事技術特有の秘密主義のために，民需への転用には多くの制約があるだげでな

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８６）
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く， 軍事技術はあまりに巨大化し，奇形的 ・一面的方向に過剰発展したために ，

民需目的には容易なことでは使いこなせなくな った。たとえばＭＸ戦車は通勤

用には使えそうにないし，原子力商船の実用化も遅 々として進まない。超音速

戦闘機の民間機への転用構想も失敗の連続だし ，宇宙 ロケ ットを民間の輸送機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
に転用するなどは，いまだ夢物語の域を出ない，等 々。

高コスト体質の伝播

　元来，ハイテク兵器産業では，多品種 ・少量の注文生産が主流であり ，「コ

ストよりも性能や納期」が重視される 。したが って軍事技術の開発の重点は ，

製品（兵器）開発に偏り ，その製造（工程）技術の開発は軽視されてきた。こ

の事情か，国家と癒着した独占的な軍需契約方式ともあいまっ て， 製品 コスト

の高騰を軍需産業の体質としてきた 。

　電卓やワープ ロなどの民需用ハイテク製品の価格を下が ったが，原潜 ・戦闘

　　　　　　　　　　　　　９）
機・ 人工衛星の値段は暴騰した。こうして民需部門の米国企業は，軍需部門か

ら先端技術を伝播されることが乏しくなるのと裏腹に，軍需部門の高 コスト体

質だけを受げとるようにな った。とくに同一企業の内部に相当な軍需部門をか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
かえる工作機械産業や造船業の民需部門か，まず国際競争力を失 ってい った 。

　このようなハン ディ を背負 った米国の民需産業が，目本や西独との市場競争

に敗北してい ったのも ，当然であ った 。

地域経済への影響

　先にみたように，ベノタコ：／機構と軍需産業群とか癒着　融合した軍産複合

体は，毎年ＧＮＰの６～７％に及ぶ予算を使い，５５０万人もの労働力を指揮下

におく全米最大の「巨大事業体」てある 。各地に散在する無数の軍需企業や基

地・ 軍事施設群は，この単一の「巨大事業体」が全米に展開する「分工場」の

群れだとい ってもよい 。

　戦後，軍産複合体は急激に成長してい ったので，傘下の軍需工場や基地をど

れほと首尾よく誘致できるかか，各地域経済の盛衰を大きく左右する要因，雇

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８７）
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　　　　　　　　　　　　　　　　ｎ）
用獲得競争の重要なポイ１／トとな った。雇用に飢えた南部の各地域か，軍需工

場や基地の誘致競争，軍事予算の獲得戦の先頭にた ったのは当然であ った 。

　ところで南部は，どのような型の軍需産業をも自由に誘致できたのだろうか 。

誘致に応じた軍需工場には，どのような特徴があ ったのか，軍需産業の立地運

動の特質を次に考察してみたい 。

２． 軍需産業の立地運動の特質

軍需分布の州別変化

　主契約受注額の州別順位の推移をみた表一１によると ，第二次大戦期から

１９８０年代のあいだに，軍需分布に巨大な変化が生じたことがわかる 。すなわち

第二次大戦の花形兵器（戦車 ・航空機エソソノ ・大砲など）を擁した伝統的な重

工業地帯の中西部　　とくに五大湖岸諸州が，大きく後退した（ミソカノは２

位から１６位に，オハイオは４位から１０位に，ベンシルバ ニアは５位から１１位に，イリノ

イは６位から２１位に，イン ディアナは８位から１５位に）。 これら五大湖岸５州だけで ，

大戦中の軍需の３９．２％を占めていたが，８０年代には１１．３％まで激減した 。

　軍需の増えた地域はすへて，この伝統的重工業地帯の外　　周縁部であ った 。

西部地域は全体として軍需 シェ アを大きく伸ばした。航空宇宙産業を擁するカ

リフォル ニアを典型に（９．１％から２２．Ｏ％に），西部６州の軍需 シェ アは，この間

に１２．１％から２７．９％に急伸した 。

　南部諸州も平均すると軍需 シェ アを１５．６％から２７．５％に伸ぱした。その旗頭

が， 航空機産業のテキサス（１Ｏ位から３位に），宇宙産業のフロリダ（２７位から８

位に），造船産業のヴ ァージニア（１７位から７位に），航空機産業のジ ョージァ

（２２位から１４位に），造船産業のミシシッ ピ（３４位から１７位）などであ って ，軍需

シェ アの停滞している他の南部諸州と明暗を分けている 。

　東部諸州では，五大湖岸５州と同じ伝統的な重工業地帯に属するニ ーヨー

ク・ ニュージャージ両州の軍需 シェ アが，この間に１６．８％から１Ｏ．３％に減少し

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８８）
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表一１　主契約受注額の州別順位　　（全米比％）

順位

１

２

３

４

５

６

７

８

９
１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

３２

３３

３４

３５

３６

３７

３８

３９

４０

第２次大戦期
（１９４０－４５年平均）

ニューヨーク　１０
．５

ミシガン１０
．５

カリフォル ニア　９
．１

オハイオ８
．３

ベンシルバニア　６
．８

イリノイ６
．４

ニュージャージー　　６
．３

インディアナ　４
．８

コネチカ ット　３
．８

テ　キ　サ　ス　３
．８

マサチ ューセッツ　　３
．５

メリーラソド　２
．５

ウィスコンシン　２
．４

ワシノトン　２
．１

ミ　ズ　ー　リ　２
．Ｏ

カ　 ソ　サ　ス　１
．５

ヴァージニア　１
．１

アラバマ１
．Ｏ

ルイジアナ　１
．０

オ　レ　ゴ　 ン　１
．０

ミ　ネ　ソ　タ　０
．９

ジヨージア　０
．９

ノースカロライナ　　０
．９

テ　ネ　シ　ー　０
．９

オクラホマ　０
．９

ロードアイラソド　　Ｏ
．７

フ　 ロ　リ　ダ　０
．７

メ　　ー　　ソ 　０ ．６

ア　イ　オ　ワ　０
．６

ウエスト ・ヴ ァージニア　　０
．５

ケンタ ッキー　０
．５

ネブラスカ　０
．４

サウスカ ロライナ　　０
，４

ミ　　　シ　　　　シ　　　　ッ　　　　ピ　　　　　０ ．３

アーカソソー　０
．３

コ　 ロ　ラ　ド　０
．３

ユ　　　　タ　０
．３

ニューハンプシャー　　０
．２

デ　　　ラ　　　ウ　　　ェ　　　ア　　　　０ ，２

ア　リ　ゾ　ナ　０
．２

（奏稚汝雛野肺姜壬字）

　１９８０年代
（１９８２～８４年平均）

カリフォルニア　２２
．０

ニューヨーク
テ　キ　サ　ス
マサチューセッツ
ミ　ズ　ー　リ
コネチカット
ヴァージニア
フ　ロ　リ　ダ
メリーランド
オ　ハ　イ　オ
ベソシルバ ニア

ワシントンニユージヤージ
ジヨージアイン ディアナ
ミ　シ　ガ　ン
ミシシッピカ　ン　ザ　ス
ミ　ネ　ソ　タ
ルイジアナイ　リ　ノ　イ
ア　リ　ゾ　ナ
コ　 ロ　ラ　ド
ア　ラ　ハ　マ
ウィスコンシソ
ノースカ ロライナ
テ　ネ　シ　ー
ユ　　　　　タ
オクラホマニューハンプシャー
メ　　　ー　　　ン

アーカンソー
ニューメキシコ
サウスカロライナ
ケンタ ッキー
ア　イ　オ　ワ
ロードアイラソド

デラウェ
ア

オ　レ　ゴ　ソ
ヴァーモント

７， ８
６． ９
５． ４
５， １
４． ８
４． ５
３．

７
３． １
２， ８
２． ８
２．

８
２，

５
２． １
１．

９
１．

７
１．

６
１．

５
１．

４
１．

４
１．

３
１．

３
０． ９
０．

９
０． ８
０．

７
０， ７
０． ５
０． ５
０． ５
０．

５
０． ５
０．

４
０． ４
０． ４
０． ３
０． ３
０． ２
０． ２
０． ２

（美碇灘瀦系手が）

Ｍ１ｃ ｈａｅｌ　Ｊ　Ｂ　ｈ　ｅｙ　Ｄ批舳厄功伽〃蜥３伽４Ｒ３ｇ－ｏ舳Ｚ　Ｄ３〃ｏ声鮒〃１９８８ｐ８０

た（したが って第二次大戦の兵器廠とな った伝統的重工業地帯７州の軍需 シェ アは，戦

後４０年の間に５６％から２１ ．６％まで低落したこととなる）。 他方同じ東部でも ，ニ ー

（７８９）
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イングランドの３州（マサチ ューセッツ ・コ ネチカ ット ・ニ ーハソプシャ）の軍

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
需シ ェアは，７．５％から１Ｏ．７％に上伸するという対躁的な動きを示した 。

立地運動のメカニズム

　軍需資本の立地運動は，先にみたブ ロフィット ・サイクル理論からは単純に

説明できない特殊性をもっ ている 。なぜなら「コストよりも性能を」という軍

部の要求によっ て， 兵器生産のばあい，プ ロフィット ・サイクルの初期段階

（試作実験期から技術革新期）にとどまろうとする傾向が強く ，民需部門のように
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
コスト切り下げ競争の圧力が働きにくいからである 。

　戦後，国防総省の調達兵器は在来型から大型のハイテク兵器に大きく ：／フト

した。実際，調達額中の在来型兵器（戦車 ・自動車 ・銃砲など）の比重は ，１９５３

年にはまだ５０％を占めていたが，８０年には１３％に急減し，かわりにミサイルの

比重が１％から２０％へ エレクトロニクス ・通信機器の比重が１１％から２２％に
　　　１４）
急伸した。したが って戦後の軍需資本の立地は，この大型のハイテク兵器の生

産の必要に大きく制約されることとな った 。

　在来型兵器生産の中心地帯であ った五大湖岸地方が，アイゼンハワーのミサ

イルによる対ソ 抑止という新戦略にこたえて ，ハイテク宇宙兵器分野にのりだ

すことは至難であり ，むしろ戦後の民生需要の高まりにこたえて，在来型技術

にもとずく民需企業に転換していく道を選んだ。中西部の軍需 シェ アの急減は ，

　　　　　　　１５）
その反映であ った 。

　それでは，大型のハイテク兵器の生産には，どのような地域特性が必要とな

ったのか。第１に，航空機やミサイルを年中野外でテストするために，広大な

土地のある温暖な未開地域が求められるようにな った。この指標からは，米国

の南縁部の過疎地帯が浮上することになる 。

　第２に，兵器のハイテク化とともに，優秀なハイテク技術者を引きつげるこ

とか不可欠となる 。この指標からすると ，知的文化的水準とアメニティ 度の高

い豊かな白人地帯が有利となる 。

　第３に，すでに軍事基地や軍事研究機関の立地している地域の近くが有利と

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９０）
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なる 。そこでは軍需企業と軍事施設との共同開発や共同実験が容易となるから

である 。この指標からすると ，中 ソ封じこめ戦略の関係で軍事施設の多い大西

洋岸と太平洋岸の両岸部地帯が浮上することになる 。

　第４に，兵器生産には コストよりも性能や納期か重視されるようになると ，

ストライキやサホターソ ユの心配の少ない保守的な地域が選好されるようにな

る。 この指標からすると伝統的に労働運動 ・平和運動の弱い南部や西部が有利

となる 。

　こうして伝統的な重工業地帯の外側　　両岸部から南縁部にかけての人口の

比較的少ない白人地帯に，国家の設置した軍事施設と連動するかたちて ，新た

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
な軍需ハイテク地帯が形成されることとな った。この立地移動は，国防工業力

を分散することでソ 連の核攻撃による被害を最小にしようとする国家目標にも
　　　　　　　　　１７）
合致するものであ った 。

　その典型事例が，カリフォル ニアの航空機産業地帯である 。この地の航空機

メーカー は， 戦後中西部のように民需に転換せず，朝鮮戦争後の誘導 ミサイル

による対ソ核抑止戦略の発動にあわせて ，航空 ・宇宙 ・マイクロエレクトロニ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）クス（ＭＥ）分野に展開することにより ，全米第１の軍需地帯に成長をとげた 。

　南東部の辺境のフロリタても ，１９６０年代以降，カナヘラル岬への宇宙 ロケ ヅ

トセンターの立地を契機に，その南方の「シリコソ ・コースト」 ，その西から
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）タンパにいたるｒ黄金地帯」に宇宙 ・ＭＥ産業が展開するようにな った。また

南西端のテキサスでも ，大戦中にゼネラル ・ダイナミクス杜が巨大な戦闘機工

場を開設したのを契機に，ダラスーフォートワース地区を中心に軍需ハイテク

地帯が広が った 。

　他方，全般的に軍需依存度の低下した北東部にあ って ，ニ ーイソグランド

は独自の動きを示した。すなわち ニューイノクラノトは，伝統的重工業地帯と

異なり ，１９５０年代にすでに主力産業たる繊維 ・靴産業の空洞化に直面していた

ため，その穴埋めとして軍需ハイテク企業の誘致につとめ，軍需依存を高めた
　　　　２０）
からである 。

（７９１）
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軍産一地域複合体の形成

　こうして伝統的重工業地帯の外縁部に新たに形成された軍需ハイテク地帯に

軍需は集中 ・偏在するようにな った。実際，１９８２～８４年には主契約（元請け）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
の６０％を上位５州が，８０％を上位１０州が集中するにいた っている 。とくに将来

の兵器受注をうらなう研究開発契約の受注額でみると ，上位５州がその６８％ ，

　　　　　　　　　　　　　　　２２）
上位１０州がその８１％を集中している 。

　これらの州の内部でも ，高度に軍需に依存した地域は，比較的少数である 。

しかし少数であるだけに，軍需依存地域から選出される議員は，議会で軍産複

合体の利害を先鋭に代弁する。軍産複合体は軍需依存地域（国防族政治家）と

運命共同体を形成することで，その杜会的基盤を確かなものにするのである
　　　　　　　２３）
（軍産一地域複合体）。

　軍需ハイテク地帯は，　般に比較的高賃金の熟練工や科学技術考を多く雇用

し， 逆に単純労働者やマイノリティ（少数民族） ・婦人を雇用することの少な
　　　　　　　　　２４）
い世界だとい ってよい。また コソピ ュータや通信機器など汎用性の高い分野を

除いて，　般に軍需ハイテク地帯は，軍事技術の過剰発展を反映して周辺の民

需経済から隔離され孤立した「飛び地」となる傾向が強い 。

３． 南部への立地の特徴

　英国地主やプ ロシアのユソカーのばあいと同様，南部にも古くから現住民や

黒人奴隷を服属させるために武装力を重視し，子弟を軍人にしてきたブラン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
ター 階級の尚武の伝統，軍国主義の伝統があ った 。

　この伝統とも重な って ，第二次大戦後，ベンタゴン資金をどれほど分捕って

きて ，地域の雇用創出に役だてるかが南部政治家の最大の腕のみせどころとな

った。南部選出議員たちは大挙して ，軍事委員会に席を占め，その政治力を使

って予算分捕り合戦の先頭に立ったのはそのためである 。実際，南部議員は下

院議席中の２０～２４％を占めるにすぎないのに，下院軍事委員会議席の３０～４０％
，

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９２）
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委員長職の５０％程度をたえず占有してきた（表一２参照）。一例をあげると ，下

院の軍事委員会の重鎮たるカール ・ヒノソノ議員（ソヨー！ア州選出）は，１９６５

年に委員長職を同じく南部派の雄 メン デル ・リヴ ァーズ（サウス ・カ ロライナ州

選出）に譲 った。当時上院の軍事委員長は，同じノヨーノア州出身のリチャー

ド・ ラッセルであ ったが，６８年に委員長職をジ ョン ・ステニス 議員（ミシシッ

ピ州選出）に譲 った。また今日でも（１９９０年現在），ラ ッセル議員の後を襲 った

サム ・ナノ議員（ソヨーソア州選出）か上院軍事委員長として大きな影響力をふ
　　　　　　　２６）
るっ ている ，等 々。

表一２　下院軍事委員会中の南部議員の占有率　（％）

第９８議会　　第９７議会　　第９６議会　　第９４議会　　第９２議会
１９８３－８４年）１（１９８１－８２年）１（１９７９－８０年）１（１９７５～７６年）１（１９７１－７２年）

下院議席中の南部議
占有率

２４ ２４ ２０ ２０ ２０

軍事委員会中の
有率

３６ ４０ ３７ ３６ ２８

軍事委員会，軍事各
委員会の委員長中
占有率

５０ ６６ ４８ ５６ ３１

（出所）Ｈ１ｇｈ１ｄ　Ｃｅｎｔｅｒ，〃三ブ伽７｛舳伽〃加８ｏ〃ゐ，ｍｄａｔｅ，ｐ
．３

軍事施設の立地

　それでは，南部の「国防族議員」か，政治力にもの言わせて誘致してきたの

は， いかなるものであ ったか。その最大の成果は，基地 ・訓練キ ャンプ ・海軍

造船所などの軍事施設であ った。１９７９年現在，全米の主要な軍事施設（３７８ケ

所）のうち ，３６．５％が，人口比３０．１％の南部に立地していた（表一３参照）。 と

くに南部の軍事施設は大規模なものが多いので，兵士や職員の給与総額の
４３．９％は，南部で支払われた（この比率は，５０年には３７．２％だ ったので，戦後にな

って軍事施設の南部への集中が進んだことがわかる）。 実際，雇用数１万人以上の巨

大軍事施設だげで，２４施設が南部に集中している（８３会計年度，表一４参照）。 と

くに第三世界ての戦闘を想定して，南東部諸州の亜熱帯地域に多いのか特徴て

ある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９３）



３０６

　その一例として ，サ

ウスカロライナ州沿岸

部のチャールストン地

区のばあいをとりあげ

てみよう 。南北戦争後

のブラソテーション農

業の解体 ・衰退のなか

で， この地区でも人口

流出 ・過疎化が進んで

いた。戦後冷戦期に幾

多の海軍施設を誘致し ，

この流れを逆転させた

のが，この地区選出の

２人の政治家　　メイ

バンク上院議員とメン

デル ・リヴ ァーズ下院

議員（任期１９４０～７１年）

であ った。とくにメン

デル ・リヴ ァーズは ，

３１年間のキャリアのな

かで軍事委員会 ・海軍

委員会の重鎮となり ，

この地を海軍核戦力の

中枢基地に改編するう

えで大きな役割を果た

した。こうして７０年に

はチャールストソ地区

立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

表一３　軍事支出の地域別構成 （１９７９年）％

人口比
主要軍事施

の分布化
ベンタゴン雇用者
給与額の分布比

主契約受注額
分布化

全　　米 １００ １００ １００ １００

北東部
２４ ．４ １７ ．７ １１ ．２ ３０ ．２

中西部
２１ ．９ ７． ４

６． ３ １０ ．９

南　　部 ３０．１ ３６．５ ４３．９ ２２．８

西　　部 ２３ ．３ ３６ ．２ ３５ ．３ ３５ ．Ｏ

（注）　 ワシソトン ｎＣ．は省いたので合計は１００とならない

（出所）Ｊａｃｑｕｅ１ｈｅ　Ｍａｚｚａ；Ｋ　Ｗｉｌｋｉｎｓｏ叫び砂７０舳〃亙伽た ：Ｒ勿ｏ〃 舳６

　　８伽ｏ〃ｇ”　１閉ろｏ加〃６３３　舳　Ｄ批閑３　助３〃６舳ｇ　Ｐｏな〃７狐　１９８ｑ　Ｓｕ　　　　ｙ

　　Ｔａｂｌｅより作成
。

表一４　南部の大規模基地 ・施設（国防総省直営分）

　　　　　一雇用数１万人以上のみ一（１９８３会計年度）

順位 名 称 州 雇用数（文民を含む）

１ Ａｒ１ｉｎｔｏｎ

ヴァージニア
４７，７７９人

２ Ｆｏ直Ｂｒａｇ９ ノースカ ロライナ ４６ ，１０８

３ ＣａｍｐＬｅｊｅｍｅ ノースカロライナ ３８ ，４１５

４ Ｎｏｒｆｏ１ｋ

ヴァージニア
３３ ，２１８

５ Ｆｏ直Ｂｅｍｉｎｇ ジ ヨ　 ー　ジ　ア ２４ ，５１２

６ Ｒｏｂｉｎｓ 空軍基地 ジ ヨ　ー　ジ　ア
１９ ，３７６

７ Ｆｏ直Ｊａｃｋｓｏｎ サウスカＰライナ
１８ ，９０９

８ Ｃｈａｒ１ｅｓｔｏｎ サウスカＰライナ
１８ ，７４９

９ Ｐｏ血ｓｍｏｕｔｈ ヴァージニア
１８，６７１

１０ Ｐｅｎｓａｃｏ１ａ フ 口 リ ダ １７ ，４３５

１１ ＦｏｉＰｏ１ｋ ノレ イ ジ ア ナ １６ ，３２３

１２ Ｆｏ肘Ｓｔｅｗａ汽 ジ ヨ 一 ジ ア １５ ，８１８

１３ Ｆｏ汀Ｇｏｒｄｏｎ ジ ヨ ｝ ジ ア １５ ，７０３

１４ ＣｈｅｍｙＰｏｉｎｔ
ノースカ ロライナ

１５ ，０５０

１５ ０ｒ１ａｎｄｏ フ 口 リ ダ １４ ，２４５

１６ Ｋｅｅｓ１ｅｒ 空軍基地 ミ シ シ　 ツ ピ １３ ，６３７

１７ Ｅｇ１ｉｎ 空軍基地 フ 口 リ ダ １３ ，０３１

１８ Ｒｅｄｓｔｏｎｅ Ａｒｓｎｅａ１ ア ラ ノく
マ

１２ ，９４２

１９ Ｊａｃｋｓｏｎｖｍｅ フ 口 リ ダ １２ ，６１４

２０ Ｍｉ１１ｉｎｇｔｏｎ テ ネ シ 一
１１ ，６６５

２１ Ｌｍｇ１ｅｙ ヴァージニア
１１ ，３５３

２２ ＦｏｒｔＢｅ１ｖｏｉｒ

ヴァージニア
１１ ，０５２

２３ Ｐａ血ｉｓＩｓｌａｎｄ サウスカ ロライナ
１０ ，５７１

２４ Ｆｏ耐Ｒｕｋｅｒ ア ラ　　バ　　マ １０ ，１９７

住民の所得の１／３，雇 （出所）Ｈ１９ｈｌ・ｄ　ｃｍｔ・・

脇勿舳伽”・
８・”から作成

（７９４）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
用数の半分が，軍事関連で生みだされるに至 った 。

　この間の事情を伝える次のようなエピソードがある 。「リヴ ァーズ議員は ，

自分の選挙区に立地した軍事施設の一覧表をみて『その９０％は，私か持 ってき

たものだ』と胸を張 った。これを聞いて先輩議員のカール ・ビンソン（ジ ヨー

ジア州）が冗談ぼく ，こうささやいた。『メン デルよ ，もう１つ新しい施設を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）誘致したら ，君の選挙区はその重みで沈んでしまうよ 。』」

軍需産業の立地

　基地や施設とは異なり ，技術水準がものを言う軍需産業の誘致には，依然と

して南部諸州は苦戦している 。１９７９年の時点でも ，軍需（主契約）受注額の南

部比は，２２．８％と平均水準を下まわ っている 。

　軍服 ・糧食 ・石油 ・タハコ ・建設サ ーヒスなと ，高度な技術力の不要な非兵

器財の調達か多いこと　　 これか南部の軍需の特徴である 。軍需調達額にしめ

る非兵器財の比重は，全米平均（１９８１会計年度）では２９．７％であるが，ルイジ

アナでは９４．７％，サウスカロライナでは８０．４％，テネシー では７１ ．７％，ノース

カロライナでは５７．５％，アラバマ では５３．２％，ジ ョージアでは４３．６％，ミシシ

ッピでは３３．１％，ヴ ァージニアでは３１ ．６％と ，いずれも全米平均を上まわ って
　２９）
し・ る。

　兵器生産の部面でも ，技術力のさほど必要でない製造組立部門が多く ，高度

の科学技術者を必要とする研究開発部門が極めて少ないのが南部の特徴である
。

国防総省からの研究 ・開発 ・実験 ・評価の受注総額（８１会計年度）を１００とした

ばあい，カリフォル ニア１州だげで３３．３％，マサチ ューセッツ１州で９．７％を

占めているのにたいして，南東部の７州（比較的高いウァーソニアを除く ，ノース

カロライナからアラバマにいたる７州）をあわせても ，わずか２．１％にしかならな
３０）

い。 南部議員の政治力をもっ てしても ，科学技術資源の乏しい南部には，最先

端の軍需ハイテク企業，ましてやその研究開発部門を誘致することはきわめて

困難なのである 。

（７９５）
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巨大軍需企業のプロフィール

　ここで１９８３会計年度に２億ドル以上の主契約を獲得した南部の巨大軍需企業

１１杜の一覧表を掲げておこう（ただし，テキサス ・フロリタを除く 。表一５参照）。

　　　　　　　　　表一５　南部１）の巨大軍需企業　（１９８３年）

企業名 州 受注契約
（億ドル） 内　　　容

１・

蝋鰍貯 ヴァージニア
３６ ．８３ 造　　　　船

２． ＬｏｃｋｈｅｅｄＣｏｒｐ ジ　ヨ 　ージア
１４ ．３９ 航　　空　　機

３． ＬｉｔｔｏｎＳｙｓｔｅｍｓ ミ　シシ　ツ 　ピ １４ ．１５ 造　　　　　船
４． ＯａｋＲｉｄｇｅ Ｒｅｓｅ・ｖａｔｉｏｎ テ　ネ　シ　 ー

１２
，９１２）

核　　弾　　頭
５． ＳａｖａｍａｈＲｉｖｅｒ Ｐ１ａｎｔ

サウスカロライナ
８， ６１２）

核　　弾　　頭
６． Ｅｘｘｏｎ Ｃｏｒｐ ルイ　ジアナ

３． ４２ 石　　　　　油

７． ＩＢＭ ヴァージニア
３． ２４ 航空機部品

ソーナー 機器
８． Ａｖｏｎｄａ１ｅ Ｓｈｉｐｙａｒｄｓ ルイ　ジ　アナ

２． ９２ 造　　　　　船
９． ＨＢＨＣｏ． ヴァージニア

２． ５１ 兵　姑　支　援
１０．ＶｏｕｇｈｔＣ

ｏ叩 アーカンソー
２． １４

ロケットシステム
１１

．ＷｅｓｔｅｍＥ１ｅｃｔｒｉｃ ノースカロライナ
２． ０６ 電　子　機　器

　　　１）セソサス南部からテキサス ，フロリダを除いた 。

　　　２）エネルギ ー省所有施設のため年間予算額を示した 。

　　　（出所）Ｈ１ｇｈ１ｍｄｅｒ　Ｃｅｎｔｅ正，〃〃伽舳舳６’加
．Ｓｏ”’ゐ ，Ｔｈｏ　ａ　Ｂ　Ｃｏｃ

ｈｒｍ　ｅｔ　ａｌ ，１Ｖ肌伽ｒ

　　　　　Ｗ；伽〃郷Ｄ〃肋ｏｏ丑ｖｏ１．３
，ｐ

．６９ ・７２ ・９５ ・１３１より作成

　「レーカ■の海軍軍拡」（１９８０－９０年のあいだに４７９隻から６００隻への軍艦数の増強め

ざす）を反映して，首位を コング ロマリット企業のテネ コの所有するニュー

ポート ・ニューズ造船所（８５年の従業員数３万人）が占めている。同造船所は ，

空母建造の主力工場であ って ，原潜中心のゼネラル ・ダイナミクス杜エレクト

リッ ク・ ボート造船所（コ ネチカ ット州），駆逐艦など中心のイソガルズ造船所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
（後述）と並ぶ海軍の主力造船所とな っている 。同造船所の立地するヴ ァージ

ニア州海岸部は，米海軍の本拠地であり ，海岸部の労働力の２２％にあたる１４万

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
人か海軍関連の仕事に従事している一大軍需地域とな っている 。

　第２位は，ソヨーソア州最大の企業　　ロソ キート杜マリエヅ タエ場（アト

ラソタ北西郊）である 。その前身は第二次大戦中に開設された爆撃機工場であ

ったが，１９５１年に ロヅ キート杜がこの政府所有工場の経営を受託し ，朝鮮戦争

用にＢ－４７を組み立てた。マリェヅタエ場はヘトナム 戦争中に軍産癒着の欠陥

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９６）
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機　　大型輸送機Ｃ－５Ａを大量に受注し ，１９６９年には雇用数３３万人という

ピークに達した。当時の工場従業員への賃金支払い（約２億ドル）だけで，同

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
州の製造業労働者の賃金総額の１割に達した。ただし軍需産業の宿命ともいえ

るが，政治状況の変化につれて雇用数が大きく変動したり（７７年にはＯ．８万人ま

で急減したのち，８３年には１ ．４万人まで回復），投下資本あたりの雇用創出数が少な

いという特徴がある（８３年にマリエッ タエ場はベンタゴンから１４億ドルを受けとり ，

１．

４万人を雇用した。同年ジ ョージア州の教育予算はほぽ同額であ ったが，これによっ

　　　　　　　　　　　　　　　３４）て１０．１万人の教職員の雇用が創出された）。

　第３位は，リットン ・システムズの経営するミシシッ ピ州最大のインガルズ

造船所（パスカグーラ ，８０年の雇用数１ ．９万人）である 。コング ロマリット企業の

リットンは，この造船所を６１年に買収したのち，ミシシッ ピ州政府を説いて
１．

３億ドルもの州（ＢＡＷＩ）債を発行させ，「未来の船台」を作らせた。無償貸

与されたこの船台をつか って ，リットンは大量の駆逐艦を受注するなど業績を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
、３５）

伸はすか，「軍産癒着の疑惑事件」（７３年）の舞台となり ，世の非難を浴ぴた 。

　第４位 ・第５位をしめる核弾頭産業については，節を改めて述べよう 。

４． 原子力一核弾頭産業のばあい

原子力産業の南下

　核爆弾や原子力潜水艦の技術から生みだされた原子力（発電）産業は，軍事

技術が民需分野に波及した今日のハイテク産業の一典型だとい ってよい。南部

には，この産業の頭脳部たる研究開発部門や指揮中枢部門はほとんどないが ，

産業の現業部たる核燃料の生産 ・発電や装置の製造部門などが６０～７０年代に広

く展開することとな った 。

　この新産業の誘致でも ，全米の先頭をきっ たのが，南部であ った。１９５９年に

は南部知事会議の主導下で南部州際原子力会議（ＳＯｕｔｈ・ｍＩｎｔ…ｔ・ｔ・ Ｎｕ・１…

ＢＯａ・ｄ）か結成され，原子力発電促進のために安全基準を緩めるなとの措置が

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９７）
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　　　３６）
とられた 。

　他方，発電装置は，ゼネラル ・エレクトリック（ＧＥ），ウェ スティソグハウ

ス（ＷＨ）両杜の北東部の工場で製造されていた。労働者たちは，強力な労働

組合に守られ，自動車 ・鉄鋼産業並みの高賃金を享受していた。これにたいし

てＷＨ杜は，組合の力を逃れて１９６８～７０年の間に南部に４工場を開設し ，さ

らに７０年にはサウスカ ロライナ州の コロソビアに世界最大（当時）の核燃料製

造工場を新設した。ＧＥ杜も６９～７０年に南北ヵロライナに３工場を設げた。そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
の結果，組合の力は大幅に弱まり ，賃金水準を下げることができた 。

　原発の誘致にもっとも熱心だ ったのが，「原子力産業の世界首都」をめざし

たサウスカ ロライナ州であ った。その結果，電力中の原発依存率（８７年）は全

米平均の１７７％にたいして南東部８州では２５７％，とくにサウスカ ロライナ
　　　　　　　　　　　３８）
州では６１．Ｏ％に達している 。

オークリノジの活動

　原子力産業を生みだす母体とな ったのが，核兵器　　とくに運搬手段 ・発射

基地 ・管制手段とは区別された狭義の核兵器たる核弾頭部分の製造産業であ っ

た。 南部には，この核弾頭生産体系のなかても ，もっとも危険な核弾頭　　核

燃料の生産部門が多いという特徴がある。とくに核燃料の４大生産拠点のうち

２つは，米国北西部の過疎地　　ワノ１／トン 州のハ：■フォート ・リサ ーヘイノ

ヨンとアイダホ州のアイダホ国立エソジニアリング研究所に立地しているが ，

残る２つは，南部に位置している。オークリッ ジ・ オベレーション（リザ ーべ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
イション）とサバンナリヴ ァー・ ブラントがそれである 。

　１９４３年初にマンハッ タン計画のもとでテネシー 州ノッ クスビル北西部クリソ

ト／近郊の寒村地帯の１０００家族の住む５６万エイカの土地が収用され，巨大な

秘密工場が建設された。ハソフォート ・ロスアラモスとならぶ原爆製造の３大

拠点の１つ　　それが，オークリヅソの起源である 。この地でＴＶＡの生産す

る電力の大半をつか って ，ウラン２３５が分離濃縮され，広島に投下された原爆
　　　　　　　４０）
の材料が作られた。１９４８年にこの地の政府所有の工場群は，ユニオン ・カーハ

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９８）
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イト杜に経営を委託され，以後今日まで核弾頭生産体系のなかで重要な役割を

はたしてきた。８５年現在１ ．７万人弱を雇い，１６．７億ドルの予算（８６会計年度）を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
使うなど，核弾頭産業のなかでも最大級の施設である 。

　オークリッ ジには，２つの工場，１つの研究所がある 。その第１は，広島原

爆のためにウラソ を電磁法で分離濃縮したＹ－１２工場である 。この工場は戦後

ウラン濃縮を放棄し，核弾頭の部品の製造と ，サバソナリヴ ァー 工場から運び

こまれる重水とリチウムとを混合し核融合材料として完成させバ１■テ ックス杜

の最終組立工場（テキサス州アマリロ）にもちこむ作業とを担当している 。いま

１つは，４５年２月に完成したＫ－２５（ガス 拡散）工場であり ，戦後ガス拡散方式

による唯一のウラソ濃縮工場とな った。１９８５年にはウラソ濃縮を休止し ，ケン

タッ キー少卜１のパデ ューカ ，オハイオ州のポーツマスに建設した系列工場の監督

にあた っている 。第３の施設として ，オークリッ ジ国立研究所（旧Ｘ－１０工場）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
か， 主として核兵器技術の開発分野で活動している 。

地域経済への影響

　ウラン濃縮事業には，莫大な電力を必要とする 。とくに５０年代の水爆の大量

生産の強行によっ て， ５７年にはＴＶＡの全発電量の過半が，ふたたびオークリ

ッジで消費されるようにな った。水力発電では到底この需要をまかなうことが

できないため，ＴＶＡは５１～５７年の間に６ヶ所の火力発電所を建設した 。

ＴＶＡの火力発電依存率は，１９５０年の６％から５９年の７５％へと急上昇した。こ

の火力発電の燃料として，アバラチアの石炭が大量に必要とされ，５０ ・６０年代

に大規模な露天堀が強行される最大の原因とな った。原水爆による環境破壊は ，

まずはアパラチア山系における深刻な露天堀一地表剥がしという形で始まっ た

　　　４３）
のである 。

　他方，とくにＹ－１２工場から長年にわた って大量の水銀が周辺河川に流出し

ていることが８３年に露見し ，環境汚染の大問題に発展した（その清浄作業に８９年

　　　　　　　　　　　　　４４）
までに８．４億ドルが投入されている）。 インドのポパールでも毒ガス 流出事件を引

き起こしたユニオソ ・カーバイド杜は，この環境汚染の責任をとる形でついに

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９９）



　３１２　　　　　　　　　　立叩館経済学（第３９巻　第５号）

８４年４月オークリッ ジから撤退し，かわりに総合兵器 メーカーのマーティン ・

マリエッ タ杜がオークリッ ジの受託企業として，核兵器産業の中枢部に進出す

る結果とな った 。

　たしかにオークリヅソ地域は，この間に全米から高所得の熟練工や科学技術

者を集め，中産階級の多い コスモポリタソ的な地域に変貌した。しかしこの地

におげる核弾頭産業の発展は，周辺地域の経済開発 ・工業化とは，ほとんど無

縁の世界の出来事であ った 。

　工業センサス統計によれば，オークリッ ジ周辺の３郡（ノッ クス ・アソダーソ

ノ・ ブラ！トの３郡）の製造業労働者（ただし核施設の労働者は含まず）は，１９４７

年には州全体の製造業労働者数の１４．１％を占めていたが，６７年には９．３％ ，８２

年には８．５％へと州内比重を逆に低下させている 。また周辺地域の民需産業の

構成をみても ，オークリヅソからの先端技術が波及している様相は，ほとんど
　　　　４５）
みられない。つまり５０年間近くもオークリヅ ジに莫大な国費が投入されつづけ

たにもかかわらず，周辺地域の工業化には，ほとんど役だ っていないというの

が， 実相だとい ってよい。もっとも８２年以降，オークリッ ジとノックスビルと

を結ぶ地帯で「テクノロ ジ・ コリドウ」（技術回廊）と称するハイテク企業誘致

計画が推進されつつあるが，その最大の成果は今のところ，オークリヅソの水
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）銀・ 放射能汚染の清浄関連の企業群の誘致だといわれる 。

　総じてオークリッ ジ地域は，周辺地域経済とは産業連関の点でも技術波及の

点でも隔絶 ・孤立したｒハイテク飛び地」という性格が強い。過剰発展した

（したが って民需転換も困難な）核兵器技術にもとづいて形成されたこの地は，い

わば「デ ッドエンド型」（行きどまり型）の軍需ハイテク地帯となるほかなか っ

たのである 。

水爆工場の建設

　トル ーマン 大統領はソ 連の予想外に早い原爆開発（１９４９年）に驚き ，１９５０年

１月に水爆開発を命令した。そのためには，核融合材料（３重水素＝トリチウム

やリチウム）を大量生産する施設か不可欠であ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８００）
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５０年１１月 ，この水爆工場の建設地として全米１１４ケ所の候補地のなかから ，サ

ウスカ ロライナ州南西部　　ハーノウェ ル（Ｂ・ｍｗｅ１１） ・エイキ！（Ａ
１ｋ・ｎ）

・ア

レ／テ ェル（Ａ１１・ｎｄ・１・）の３郡のサハノナ川に接する１９２万エイカの土地か

選ばれた 。

　この地域は，同州政界を牛耳る「バーソウェ ル・ リング」の本拠地である 。

なぜこの衰退しつつある棉作ブラノテーション地帯が選ばれたのだろうか。そ

の理由は，安価な土地（建設費総額１１億ドルのうち，土地買収費は１８９６万ドルですん
４Ｚ）

だ），原子炉冷却用のサバノナ川の豊富な水に加えて ，雇用創出のためには軍

産複合体の誘致も辞さないサウスカ ロライナ州政界の強力な運動があ ったから

である 。とくに立地選定にあた っては，「バーソウェ ル・ リング」の盟友のＪ

Ｆハーノス（Ｊａｍｅｓ　Ｆ　Ｂｙｍｅｓ，１９３１～４１年，同州選出上院議員。トルーマノ政権時の

国務長官（１９４５～４７年）として広島への原爆投下を進言。その後５１～５５年同州知事）が

　　　　　　　　　　　　　　　４８）
大きな役割を果たしたといわれる 。

　建設地とな った３つの郡は，北部の資産家の冬の別荘 ・リゾート地帯とな っ

ていたエイキン市を除くと ，貧しい黒人が多い地味の痩せた衰退型の棉作プラ

：■テー：／ヨ！ 地帯であ った（表一６参照）。 事実，収穫もせず放牧にも使わない

という荒蕪地は，１９５０年にはサウスカロライナ州の作付地面積の３３％（全米平

均は８％）であ ったが，これら３郡ではその比率は４０～４８％にも達していた 。

住民の流出も激しく ，住民数の減少は１９４０年代だけでバーンウヱ ル郡では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９）
１４ ．３％，アレン デェ ル郡では９．３％に達していた 。

　この３郡の１９．２万エイカの土地から ，５２年３月までに１ ，５００家族６，Ｏ００人の住

表一６　サバンナリパー 工場周辺３郡の状況　（１９５０年）

住民数 黒人人口 エイカ当りの農 中位の家族の年収
人 比　　％ 場地価　　ドル （１９４９年）　　ドル

エ　イ　キ　 ソ　郡 ５３ ，２００ ３６ ．４ ３９ １， ９１２

バーンウェ ル郡
１７ ，２００ ６１ ，７ ３０ ８４９

アレノ デェ ル郡
１１ ，８００ ７２ ．３ ２８ ８８２

サウスカ ロライナ州
平　均

３８ ．９ ６９ １， ６４７

（出所）Ｅ．Ｓ．Ｃｈａｐｉ叫Ｊｒ ｅｔａｌ
１州加醐〃ｏ伽 げｏ Ｄ批鮒Ｐ加”ム１９５４，Ｐ

．１１ ・１９

（８０１）
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民と６，１００の墓が強制的に移動させられ，イレント■（Ｅ１１ｅｎｔｏｎ）など２つの町

は消減した。土地 ・家屋の所有者には一定額の補償金が支払われたが，土地 ・

住居とも白人プランターから借りていた黒人小作農 ・クロッバー たちは，何の

移転補償も援助もなしに追いたてられた。８０人の黒人を対象にした立ち退き直

前の調査によると ，２７人が「移動のためのお金がない」と答え，１２人が「移動

先で家を確保するお金がない」と回答した。当時の調査記録は，次のような怨

嵯の声を収録している 。

　　　「少し前に叔父が亡くなりました。どこに亡きがらを葬ったらよいか途

　　方にくれています。爆弾工場となるところに遺していくのは忍びないと叔

　　母は申しています。しかし私たち，どこへ行くのかも決まっ ていないのに ，

　　どうしたらよいのでしょう」（ある主婦）

　　　「年寄りで病いもちだし，もうまともに働けません。どこへ行ったらよ

　　いか，全く見当もつきません。誰か親類の者でも助けにきてくれるといい

　　のですが…… 。これまで色 々厭なこともあ ったげれど，こんな災厄は初め

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）　　てです。もう神様におすがりするはかありません」（黒人の老婦人）

　他方プランター・ 地主層にとっ ては，水爆工場の建設はやせた土地を売り逃

げする良い機会とな った。彼らのなかには，立ち退き住民や建設労働者を収容

するための新しい町つくり（ニ ーイレソトン など）や土地投機で一重に利得し

た者も少なくなか った 。

　こうして１９５１～５６年にかけて最高時４万人余の労働者が投入され（当時とし

ては米国史上最大の建設計画），水爆製造のサハンナリハー 工場（Ｓ・ｖ・ｍ・ｈＲ・ｖ・・

Ｐ１ａｎｔ）が建設されてい った。この地の棉作農民 ・クロッパー たちは，国家一軍

産複合体によっ て清掃され，植林され，この地は，ハイテクー核兵器産業のメ

ッカに生まれかわ ったのである（図一１参照）。

水爆工場と地域経済

　サバンナリバー工場の経営は，当初から総合化学 メーカー のデ ュポン杜に委

託された。従業員数は１９７５年の６，３４３人から８５年には１５，４８０人に増え，予算額

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０２）
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図一１　サバソナリバー 工場（ＳＲＰ）の位置
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（８５会計年度）は１３９５億トルとな った。従業員のおよそ２割か科学技術者だと
　　５１）
いわれる 。

　　　　　　　　　　　　（８０３）



　３１６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻　第５号）

　５０年代にこの広大な敷地に５基の重水型原子炉（Ｃ ・Ｋ ・Ｌ ・Ｐ ・Ｒの各原子炉）

が建設され，８３年現在核弾頭の製造に必要なプルトニウムの大半と水爆材料＝

トリチウムの全量を生産するなど，サハソナリハー工場は米国の核弾頭生産体

系のなかで最も重要な位置を占めている 。そのほかに重水製造施設や２ケ所の

使用ずみ核燃料再処理工場があるし ，有毒廃棄物の貯蔵地１６２ケ所も敷地内に
　　　　　５２）
散在している 。７０年代末には，全米の低濃度の放射性廃棄物の１／４，軍事用の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３）高濃度廃棄物の１／３が，この地に集められたという 。

　水爆工場は周辺地域の経済にどのような影響を与えたのであろうか。この工
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４）
場の従業員の６０％弱がエイキソ郡に住んでおり ，エイキン郡の８７年の雇用労働

者総数の１８４％，賃金総額の３２０％を占めている 。科学技術者の比率の高さや

価格競争排除の軍需契約方式に守られて ，水爆工場労働者の賃金は，平均して

小売業の４倍，繊維労働者の２倍という水準に達している 。サハ：／ナリハー 工

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５）場は低賃金地帯におけるいわば高賃金の飛び地とな っているとい ってよい 。

　１９５１年以来，この地には水爆製造のために莫大な連邦資金が流れこんできた 。

この事態は，周辺地域の民需経済の発展に役だ ったのであろうか。周辺３郡の

製造業労働者数（水爆工場を含む）の州内比重の推移をみてみよう（表一７参照）。

それによると水爆工場　　表一７　周辺３郡の製造業労働者の数の推移　 （１ ，ＯＯＯ人）

の建設にともな って

１９４７年の３．７％から５８

年の７．２％に飛躍した

ものの，その後は６７年

の６．３％ ，８２年の６．５％

と停滞していることが

１９４７年 １９５８年 １９６７年 １９８２年

エ　イ　キ　 ン　郡
６．

３ １４ ．５ １６ ．１ ２０ ．１

バーソウェ ル郡
０．

３ １．

１ ２． ３※ ２．
４

アレン デェ ル郡
Ｏ． ３ ０．

５ ０．
７

１．

２

ａ． 周辺３郡の合計数 ６． ９ １６ ．１ １９ ．１ ２３ ．７

ｂ． サウスカ ロライナ
州総数

１８８ ．６ ２２４ ．５ ３０４ ．３ ３６７ ．４

ａ／ｂ（％） ３． ７ ７． ２ ６． ３ ６． ５

　　　　　　　　　　　※　センサス統計が未公表なので，７２年の数字を代用 。

わかる 。この間の水爆 （出所）各年度の製造業センサスから算出 。

工場の雇用増を考えると ，民需部門の雇用の停滞ぶりはい っそう明確である 。

　民需工業の構成をみても ，水爆工場から関連のハイテク企業群がスピンァウ

トして（生み出されて）いる様相は，ほとんどみられない。１９６８年以来，アラ

イド ・ゼネラル杜が使用ずみ核燃料の商業用再処理施設（バーンウェ ル核燃料工

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０４）
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場）を隣接地に建設しようとしたが反対運動に押されたカーター大統領の凍結

命令（７７年）で解体させられたし ，例外は（バーンウェ ル郡のばあい）ケム ・ニ

ュークリア ・システムズ（Ｃｈ・ｍ－Ｎｕ・１… Ｓｙ・ｔ・ｍ・）杜が７１年に開設した東海岸

唯一の低濃度放射性廃棄物施設（２５０人雇用）やカロライナ ・メタルエ場（９０人

　　　　　　　　　　５６）
雇用）程度だといわれる 。

　むしろ水爆工場による賃金相場の高騰によっ て， 低賃金に依存してきた伝統

的産業の空洞化が促進される事態がみられる 。たとえぼヘンリ ・グレイデ ィゆ

かりの南部最古の繊維工場を擁するエイキ１■郡のばあい，繊維産業雇用数は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５７）
１９８２～８７年の間に５，８２５人から３，９８４人に大きく減少した。奇形的なまでに過剰

に発展した原子力技術にもとずく核弾頭産業は，民需産業への波及力に乏しく ，

周辺経済から孤立した「デ ッドエソド」型産業になるほかないのである 。

５． 造船業のばあい

　核弾頭産業が，南部のハイテク型軍需産業の典型だとすれば，造船業が，南

部の在来重工業型の軍需産業の典型だとい ってよい。事実，南部の軍需企業の

第１位と第３位を造船所が占めているように（前掲表一５参照），造船業は大き

な位置を占めている 。

　高賃金国たる米国の民需部門の造船業は，１９世紀以来後発の低賃金国の競争

　　　　　　　　　　　　　　　　　
５§）

に苦しめられてきた歴史をもっ ているか，商船法（１９３６年）による国庫補助も

民需部門造船業の衰退を防ぐことができず，１９６０～８０年代には価格競争力を完

全に失 った。造船業生産額中の民需比率は，１９８０年にはまだ３９％あ ったが，８５

　　　　　　　　　　　　　　　５ｇ）
年にはわずか７％にまで落ち込んだ 。

　もし戦後，原子力推進技術の商船分野への転用 ・波及に成功していれぱ，造

船業はハイテク産業として蘇り ，国際競争力を再建していた可能性かある 。し

かし１９６２年の原子力商船サハノナ号の実験失敗以来，造船業の民需部門は軍需

部門からハイテクではなく ，軍需産業固有の高 コスト体質だけを伝播されるよ

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０５）
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うになり ，国際競争力の衰退に拍車をかけたのである 。

　１９８４年の米国の造船業労働者の平均時給は，１２．８ドルであ った。これにたい

して世界市場の４割弱を制する日本の時給水準は７．８ドル，世界市場の２割弱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０）
を制する韓国の時給水準は２．１ドルにすぎなか った。その結果，米国の造船 コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１）
ストは，日本 ・韓国のおよそ２倍という水準とな った。米国造船業が軍需分野

でしか生き残れなくな ったのはそのためである 。

　ただし米国内にも ，造船 コストが比較的安くすむ地域がある 。８４年１０月のあ

る調査によると ，メキシコ 湾岸部（南部）の造船 コストは，西海岸より平均９

２％安く ，東海岸（南部と北部の大西洋岸）のばあいは，西海岸より４．６％安い

といわれる。なぜなら西海岸では労働 コストが，他地域よりも１７％程度局いか

らである 。その結果，国際競争力の衰退に苦しむ造船資本は，自然条件に制約

されつつも立地先を次第に低賃金地域たる南部にシフトする傾向を強めた。１９

世紀には造船業の中心は北部であ ったか，１９８４年には中規模以上の１１９の造船

所（海軍造船所も含む）の現業労働者総数１３．９万人のうち ，４０％は南部で雇用さ

　　　　　　　　６２）
れるにいた っている 。ただし南部でも民需用造船業は，中進国や第二世界から

の競争によっ て８０年代には壊滅に近い状況とな っていることは変わらない 。

　南部の軍需産業中の造船所の比重の高さには，軍需依存を強めながら低賃金

地域へのシフトを強めている造船資本の立地運動の特質が隠されている 。

６． 非兵器財産業のばあい

　すでにみたように南部に発注される軍需には，軍服 ・糧食とい った非兵器財

が多いのが特徴である 。この分野では先端技術が不要で，逆に南部の天賦の資

源　　大量の従順な低賃金労働力を活かすことができるからである 。実際，衣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３）
服・ 繊維分野の軍需（８１会計年度）のうち５１２％を南東部８州が受注した 。

　軍需分野でもこの天賦の資源の有利さを防衛するために，南部議員は必死の

働きをした。国防のために遊休労働資源の有効活用めざす大統領の行政命令

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０６）
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「国防労働力政策第４号」（１９５２年）を楯に，高失業（労働力過剰）地帯　般に

（したが って北部の工場閉鎖 ・流出地域にも）軍需を優先的に配分せよという主張

があらわれるが，メイバ１／ク上院議員（サウスカロライナ州選出）が中心にな っ

て， その目的達成のためには高価格での応札企業を優先することがあ ってはな

らないという修正決議を通過させ（１９５３年国防予算権限法への「メイバンク修正」

決議，この決議は８０年まで生きる），低賃金地帯の競争力の保存に成功した。この

「メイバソク修正」の背景には，軍需獲得をめく“るニ ーイソグラソドと南部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４）
の繊維資本の間の暗闘があ ったといわれる 。

　こうして中小企業か多く価格競争の激しい非兵器財分野の軍需の受注には ，

低賃金の高失業地帯や小規模企業が有利とな った（別に軍需の配分にあた っては ，

可能ならは中小企業を優先するという規定も付加された）。 そのため非兵器財の分野

では軍需の優先発注にあずかるために，企業をあえて細分し低賃金の高失業地

帯を転 々とするケース が珍しくない。「ベソタゴン株式会杜」というタイトル

でテレビでも放映されたその典型的事例を紹介しよう 。

寝袋メーカーＴｅｎｎｉ６ｒ　 Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ のはあい

　この企業は，ニューヨーク州の小さな防弾チ ョッ
キメーカーとして１９６６年に

発足した。経営者は軍用寝袋などの受注を有利にするために，７３年ウェ ストヴ

ァー１ニア州の炭鉱　　高失業地帯に工場を移した。労働組合（ＡＣＴＷＵ）か

組織化のために入り ，７７年８月この工場で組合結成投票が行われた。その４日

後に会杜側は労働者のレイオフ を発表し ，１１月には労働者全体の８割の解雇を

発表した。７９年秋に裁判闘争のすえに組合結成は法認されるが，その直後に会

杜側は工場閉鎖を発表し，一夜で工場から資材を持ちさっ てしまっ た。

　経営者側は，組合の強いウェ ストヴ ァージニア州から「労働権法」のあるテ

ネシー州の２つの地域に工場を「逃避」させた。第１の立地先は，オークリッ

ジの北方５０マイルのハソツビルという小さな町であり ，放射性廃棄物の貯蔵施

設の跡地に，７９年に工場が建設された。ただしその工場では，裁縫ミシンさえ

借り物であり ，ある婦人労働者の言によれば再び「２台のトラ ックさえあれぼ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０７）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６５）
工場資材はすべて運びだせる」ようなしろものだという 。いま１つ，オークリ

ッジの東１０マイルのクリソトンの地でも別の工場が（別企業の名称で）開設され

た。 ８１年に組合側はクリントンエ場を組織する運動を始めたが，経営者側は再

び閉鎖の脅しで対抗し，５人の活動家を解層することで組織化運動を押しつぶ

した 。

　このＴｅｍ１ｅｒＩｎｄｕｓｔｒ１ｅｓ
を核とする企業群が，衣服繊維分野の軍需の第２位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６）（８０会計年度）ないし第１１位（８１会計年度）の受注 メーカーとな ったのである 。

　民主党リベラル派は，連邦政府（ベソタゴ１■）との調達契約を武器に「南部

の遅れた労使関係」の民主化（北部化）をはかる政策をとっ てきた。しかし上

のエピソードは，この政策が必ずしも大きな効果を発揮していないこと ，その

ためハイテク産業のメッ カたるオークリッ ジから一歩外へ出ると ，依然として

低賃金 ・低人権を武器とする従来型の工業化の世界が広が っているを示してい

る。

野戦用粗食メーカーのはあい

　１９７８年の真空 レトルト ・ポーチの実用化によっ て， 野戦用糧食の形はカン詰

めからレトルト ・ポーチに大きく変わ った。この分野の二大 メーカーの１つが ，

サウスカ ロライナ州有数の軍需企業のＳｏＰａＫＣｏである 。低賃金労働力の活

用こそ，この企業の経営戦略の重点であ って ，労働運動の無力な同州南東部の

タバ コ作地帯に立地し ，タバコ 作から排出される余剰労働力の活用につとめて

いる 。５５０人の現業労働者の９０％が黒人であり ，しかもそのほとんどが女性だ

という 。

　軍需契約をとうして，北部並の労使関係，労働基準（組合公認，公正雇用，公

正賃金など）を南部にも根づかせるというのが，民主党リベラル派の基本戦略

の１つであ った。そして実際に，１９３８年の公共契約法は，連邦調達を受注する

製造業企業には，最低賃金制などの連邦法の順守を義務づけていた。しかし同

杜は，南部の低賃金労働資源をい っそう有意義に活用するためにレトルト ・

ポーチの製造を単に詰め合わせのサ ービス産業だと称して，地方政界あげての

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０８）
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支援をうけて ，この種の最低賃金規制から逃れようとした。ベノタコノも低 コ

ストでの調達の利益のために，同杜の方針を支持した。南部の軍需企業の間に

は， この種の最低賃金規制さえ守らせるのが容易でないことを，この事例は示
　　　６７）
している 。

７． 小括　　軍需依存のもたらしたもの

　第１に，連邦政府は戦後，南部農業の「合理化」のための資金，産業基盤整

備のための資金のほかに，莫大な軍需資金を南部地域に投入してきた。基地や

非兵器財中心の軍需という形であれ，南部はともかくも巨額の連邦資金を獲得

し， そのことで大量の雇用を創出することができた。南部杜会では，第三世界

諸国のような深刻な失業問題 ・杜会不安を招くことなく ，農業革命を完遂し ，

大量の農村住民を流排出しながら都市化 ・工業化を進めることができたが，そ

の秘密の１つがここにある 。南部は自らの変貌 コストの大半を連邦政府に担わ

せることができた。その意味では，南部は，「本物の第三世界」とは異なる

「恵まれた国内植民地」と言えなくもない 。

　第２に，南部の変貌に貢献したこの同じ軍事経済か，しだいに生産資源を民

需部門から略奪し，民需産業の国際競争力を衰退させ，「双子の赤字」（貿場 ・

財政の赤字）を膨れあからせ，基軸通貨国アメリカを世界最大の倹務国に転落

させる原因とな った。７０年代末から８０年代にかけての世界経済に生じたこの米

国の位置の激変が，その後の南部の変貌のありかたに深い影を落とすことにな

る（第３部参照）。

　第３に，軍需に依存した雇用創出は，べ：／タコ：■という単一の事業体の「分

工場」（基地 ・軍需企業）の誘致を競うかたちでの典型的な外来型の仕事おこし

であ った。この種の「外来型開発」は，地元企業と有機的な産業連関を形成す

る力に乏しく ，雇用の増減は，外部の政治的事情によっ て大きく左右されがち

である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８０９）
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　しかも軍需の大宗を占めたのは，北部や西部とは異なり ，基地の兵士たちへ

の消費サ ーヒスの提供と非兵器財の生産とであ った。この種の軍需は，地域住

民の間に自律的な自己決定能力（たとえは外部環境の変化に主体的に対応したり ，

技術革新を遂行できる能力，市場の要求に応じて必要ならば何でも作れ，移入品を代替

できるフレキシブルた総合的技術能力，地域杜会の統治能力など）を培うことの難し

い性格のものであ った 。

　たとえは軍事基地が設置されても ，周辺地域住民の総合的な労働 ・技術能力

の発達を刺激することは稀である 。基地の販売店（ＰＸ）には，他地域から多

様な消費財が移入されるが，駐屯兵の任務は，これら移入品を地元で作り出す

（代替する）能力を高めることにあるのではなく ，地域住民のあいだにフレキシ

フルな移入代替能力を育み杜会的分業を下からおこしていく能力を発達させる

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６８）
ことにならないからである（この点は，沖縄県の「基地経済」にも当てはまる）。 非

兵器財の生産の場合も ，熟練を要しない単純な労働が求められることが多いた

め， 外界の変化に主体的 ・自律的に対応したり ，内部から変化を導きだす能力
　　　　　　　　　　　　　　６９）
（し二わゆる「内発的発展」を担う力量）を地域に根づかせることも困難となる 。

　第４に，とはいえ，周辺南部の白人地帯を中心に一定規模の軍事ハイテク産

業の流入がみられ，相対的に高所得の科学技術者や熟練工たちの世界もまた ，

飛ぴ地のようにそこかしこで形成された。ただしこの種の軍事ハイテク産業に

あっ ても南部のばあい，環境破壊の危険があ ったり ，民需部門への波及 ・転換

の能力の枯渇した「テ ヅト ・工■ト」型の産業が多く ，地元産業と有機的な連

関を取り結び，周辺世界の（棉作モノカルチャー によっ て歴史的に形成された）人

間的能力の低開発状況を改善していく力に乏しいのが現実だといってよい。南

部に多い核弾頭産業のぼあい，とくにその傾向が顕著であ った 。

　第５に，流入する巨額の軍事資金は、南部のもっとも保守的な寡頭的支配層

の権力維持のために使われ，その見返りに南部政治家は，米国の軍国主義を支

える杜会的基盤となる傾向かあ った。したか って南部における軍需依存経済の

構築は，南部政界の非民主的体質を補強し，人種的に公正な経済や民主的な政

治を求める住民の統治能力の成長を妨げる役割をはたした 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８１０）
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　最後に，民主党リベラル派は従来，軍需調達など連邦政府との契約関係を利

用して，民間企業に北部的な労働基準をおしつけ，南部の遅れた労使関係や人

種関係を民主化（北部化）する試みをつづけてきた。連邦調達を受注する企業

には，雇用の人種差別を禁止したり ，最低賃金制の順守を義務づけたり ，がそ

の例である 。これらの措置が若干の効果をもっ たことは疑いない。ただし，軍

需資金の流入が南部杜会の内部構造を変え，住民の自己決定（自己実現）能力

の成長を促すことにならず，逆に南部の伝統的な寡頭支配構造を補強するとい

う状況のもとでは，リベラル派の政策意図の貫徹は，きわめて困難であ った 。

１）　Ｄａｖｌｄ　Ｋ　Ｈｅｎｒｙ
，ｅｔ　ａ１，Ｔｈｅ　Ｄｅｆｅｎｓｅ　Ｂｕ１１ｄｕｐ，１９７７－８５，〃ｏ〃泌妙ム肋ｏｒ　Ｒ

公

　〃ゴ舳，Ａｕｇ・１９８７
，Ｐ．４ ．藤岡　惇ｒレーガン 軍拡のもたらしたもの」『経済』

　１９９０年８月号，１１９べ 一ジを参照 。

２）　 ロバート ・デ ィグラス（藤岡　惇訳）『アメリカ経済と軍拡』１９８７年，７０べ 一

　ジ 。

３）Ｌ１ｏｙｄ　Ｊ　Ｄｕｍａｓ／Ｍａｒｅｋ　Ｔｈｅｅ（ｅｄｓ），〃ｏ脇９Ｐ鮒３１）ｏ舳肱　丁ゐ６ 〃ｏ舳５３ げ

　亙６０〃ｏ舳６ Ｃｏ舳舳１０〃，１９８９，Ｐ６　またＳｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅｌｍａｎ１）ｒ功む伽〃ｏ〃

　〃ｏん伽ｏ〃，１９８３，ｐ８３　１５４　２６１ ，Ｓｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅ１ｍａｎ，Ｐ３閉伽刎Ｗ；〃

　厄ｃｏ刀ｏ刎ヅＡ刎加ｃ舳Ｃｏが工ｏ伽舳加Ｄ３６伽３．１９７４，Ｐ．２３も参照
。

４）ＥｄｗａｒｄＪＭａｒｅｃ
ｋ１／Ｌｕ１ｓ ＭＳｔａｒｋ， Ｒｅｇ１ｏｎａｌａｎｄＩｎｄｕｓ位１ａ１ｖａｒ１ａｔ１ｏｎｍＤ

ｅ

　ｆｅｎｃｅ　Ｓｐｅｎｄｍｇ　Ｓｏｍｅ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ　Ｅｖ１ｄｅｎｃｅ，閉Ｍ１ｃｈａｅｌ　Ｊ　Ｂ
ｒｅｈｅｎｙ（ｅｄ），Ｄ件

　丑肌３ 亙エ〃舳ゐ切陀ｏ〃Ｒ３９２０舳ＺＤ仰６Ｚ砂閉３〃，１９８８，Ｐ７３　なおマレヅ キーの

　類似の論文については，西岡久雄氏による翻訳紹介がある（『産業立地』１９８３年

　２ ・３月号）。

５）たとえば，新岡　智「軍事研究開発と軍事費の膨張」『経済論叢』１３５－１ ・２
．

　１９８５年参照
。

６）　 この点，進藤栄一『現代の軍拡構造』１９８８年，２７～３３べ 一ジを参照 。

７）たとえはＬ１ｏｙｄＪＤｕｍａｓ ＵｍｖｅｒｓｌｔｙＲｅｓｅａｒｃ
ｈ， Ｉｎｄｕｓ血１ａ１Ｉｍｏｖａｔ１ｏｎａｎｄｔｈ

ｅ

　Ｐｅｎｔａｇｏｎ，閉Ｊｏｈｎ　Ｔｌｒｍａｎ（ｅｄ），丁加〃２〃〃伐肋ｏ〃 げＨ７幼丁と６加ｏＺｏ馴，１９８４
，

　ｐｐ．１３７～１４２一ロバート ・デ ィグラス ，１９８７年，７１～７２べ 一ジ 。

８）詳細は，メアリ　 カルトー（芝生瑞和訳）ｒ兵器と文明　　そのハロソク的現

　在の退廃』１９８６年を見よ 。

９）たとえは進藤栄　，１９８８年 ，１１２～１１３へ
一ソ を参昭 。

１０）Ｓｅｙｍｏｕｒ　Ｍｅ１ｍａｎ１９８３，ＰＰ３～７，１０３～１０４

１１）永田雅啓氏は，１９７７～８５年の統計を使 って ，つぎのような推計を行 っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　（８１１）
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　　すなわち，この間に民間 ・政府の両部門を介して主として北部から南部にむけて

　　大規模な資金の移動がみられた。その資金の純移動額は，地域住民の個人所得額

　　のほぽ１割という規模であ った。この資金移動のなかで連邦政府を介したもの

　　（徴税額と軍事支出などの歳出額との差）の比率は，ほぽ半分に達したという 。

　　その推計結果の信頼度を確認する手だてがないが，興味ふかい（永田「アメリカ

　　経済の地域問題」丁世界経済評論』１９８８年１０ ・１１月号参照）。

　１２）　 このような立地移動の指摘は，Ｅ　Ｍａ１ｅｃｋ１／Ｌ　Ｓｔａｒｋ， １９８８，ＰＰ８０～８４　また

　　Ｒｏｇｅｒ　Ｅ．Ｂｏ１ｔｏｎ，Ｄ批郷３ 戸肌６ゐ０５３３０〃４Ｒ６９６ｏ舳Ｚ　Ｇ７０伽泌，１９６６，ｐｐ．１２５～１２６
，

　　秋元英一「１９８０年代アメリカ経済の構造変化と地域」丁千葉大学経済研究』５－１ ．

　　１９９０年，５０べ 一ジも参照 。

　１３）Ａｍ　Ｒ　Ｍａｒ
ｋｕｓｅｎ，Ｄｅｆｅｎｓｅ　Ｓｐｅｎｄｍｇ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｇｅｏｇｒａｐｈｙ　ｏｆ　Ｈ１ｇｈ－Ｔｅｃ

ｈ　Ｉｎ
－

　　ｄｕｓ位１ｅｓ，舳Ｊｏｈｎ　Ｒｅｅｓ，Ｔと６ん〃ｏＺｏｇツ，Ｒ３９２０郷，ｏ〃６Ｐｏ〃６以１９８６，ＰＰ９８～１００

　　１０３；Ｒｏｇｅｒ　Ｅ．Ｂｏ１ｔｏｎ
，Ｄ批舳３０〃６Ｄゐｏ舳ｏ刎舳グ丁加１１；６０〃ｏ刎伽げ丁閉郷タ

　　〃ｏ〃
，１９６６

，Ｐ
．１９

　１４）Ｅ　Ｊ　Ｍａ１ｅｃ ｋ１，Ｍｌ１１ｔａｒｙ　Ｓｐｅｎｄｍｇ　ａｎｄ　ｔｈｅ　ＵＳ　Ｄｅｆｅｎｓｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｒｅｇ１ｏｎａｌ　Ｐａ←

　　 ｔｅｍｓ　ｏｆ　Ｍ１１１ｔａｒｙ　Ｃｏｎｔｒａｃｔｓ　ａｎｄ　Ｓｕｂｃｏｎｔｒａｃｔｓ，ル舳ｏ舳〃伽４Ｐ加舳ｇ　ｑ

　　１９８４，ｐ
．３３

　１５）Ａｍ　Ｍａｒ
ｋｕｓｅｎ，Ｔｈｅ　Ｍ１ｌ１ｔａｒｙ　ＲｅｍａｐＰｍｇ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｕｍｔｅｄ　Ｓｔａｔｅｓ刎Ｍ１ｃ

ｈａｅｌ　Ｊ

　　Ｂｒｅｈｅｎｙ（ｅｄ），１９８８，ｐ２５ ，Ｒｏｇｅｒ　Ｅ　Ｂｏ１ｔｏｎ，１９６６，ｐｐ１２５～１２６

１６）この点については，ＡｍＭａｒ
ｋｕｓｅｎ，ルｇ１ｏ郷丁加厄６０〃ｏ肌５伽６戸ｏ脇６５ げ

　　ル榊ｏ似１９８７，Ｐ１０７ ，Ａｍ　Ｍａｒ
ｋｕｓｅｎ，１９８８，Ｐ１７ ，Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ／Ｒｏｂｍ

　　Ｂｌｏｃｈ， Ｄｅｆｅｎｓ１ｖｅ　Ｃｌｔ１ｅｓ　Ｍ１１１ｔａｒｙ　Ｓｐｅｎｄｍｇ，Ｈ１ｇｈ　Ｔ
ｅｃ

ｈｎｏ１ｏｇｙ，ａｎｄ　Ｈｕｍａｎ　Ｓｅ←

　　 ｔ１ｅｍｅｎｔｓ，舳Ｍａｍｅｌ　Ｃａｓｔｅ１１ｓ（ｅｄ），Ｈ妙乃６加ｏＺｏ馴，助〃３，伽６８ｏ伽似１９８５
，

　　 ｐｐ１１０～１１３ ，Ｍｍａｙ　Ｌ　Ｗｅｌｄｅｎｂａｕｍ，Ｔ１加及ｏ〃ｏ伽ｃ５ げＰ舳肋刎３ Ｄ吹舳，

　　１９７４，ｐ．１１５を参照。またこの点をいちはやく指摘した邦語文献として，南　克

　　己「アメリカ資本主義の歴史的段階」ｒ土地制度史学ｊ４７号，１９７０年，１８～１９

　　べ 一ジ 。

　１７）たとえぱ，〃
３１Ｖ；６

〃加ｒ１〃郷炉加ＺＤ幼舳〃ｊ〃〃加泌〃砂ｏ万〃ノｂ７ 〃３

　　Ｊｏ肋Ｃｏ〃舳肋３０〃 伽亙６０〃ｏ舳６ Ｒ¢ｏ〃，１９５１，ｐ１ ，Ｍｏｍｓ　Ｌ　Ｓｗｅｅｔ，１〃鮒

　　伽〃・・肋０・ Ｐ・伽伽厄舳・鮒Ｒ舳勿伽伽・〃 ル肋舳Ｚ伽〃倣閉肋０〃〃

　　Ｐ３郷沙３６〃〃３５．１９８１
，ｐｐ．１０～１２

　１８）たとえは，Ａｍ　Ｍａｒ
ｋｕｓｅｎ／Ｒｏｂｍ　Ｂ１ｏｃｈ， １９８５，Ｐ１１５ ，Ｊａｍｅｓ　Ｌ　Ｃ１ａｙｔｏｎ，Ｄｅ

　　ｆｅｎｓｅ　Ｓｐｅｎｄｍｇ　Ｋｅｙ　ｔｏ　Ｃａ１１ｆｏｍ１ａ ’ｓ　Ｇｒｏｗｔｈ，Ｗ；３肋閉戸ｏ脇６〃Ｑ刎〃３吻１５－２
．

　　１９６２，ｐｐ２８０～２８８ ，Ｃｈａｒｌｅｓ

ＭＴ
１ｅｂｏｕｔ

，〃３Ｒ３９２０舳〃砂〃げＤ批鮒
　　１…；工〃３〃４〃〃戸３５　１応ハ１３伽〃ｒ３〃〃〃¢ｏ〃♂Ｐ７０６如〃２５ｇグＡ♂一１洲〃〃〃〃¢，１９６３，ＰＰ　１２６～

　　１３４

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１２）



軍産複合体と地域開発（藤岡） ３２５

１ｇ）　Ｅｄｗａｒｄ　Ｈ　Ｋｏｌｃｕｍ，Ｈ１ｇｈ　Ｔｅｃ
ｈｎｏ１ｏｇｙ　Ｓｏｕｔｈｅａｓｔ　ＵＳ，Ａ伽肋ｏ〃 Ｗ；舵是営

　　助舳乃６加ｏｚｏ馴，Ｆｅｂ２１．１９８３，ＰＰ６０～６３ ，Ａｍ　Ｍａｒｋｕｓｅｎ／Ｒｏｂｍ　Ｂ１ｏｃｈ，

　　１９８５，ｐ
．１１６

２０）Ｌａｒｒｙ　Ｓａｗｅｒｓ／Ｗ１ｎ
１ａｍ　Ｋ　Ｔａｂｂ（ｅｄｓ），８舳６３〃／８〃ｏｚり６３〃　び伽〃Ｄ舳Ｚｏ介

　　　鮒〃伽４Ｒ破ｏ舳Ｚ　Ｒ３６０〃５舳６伽ｇ，１９８４
，ｐ

．５０
，ｐｐ．８４～８８．Ａｍ　Ｍａｒ

ｋｕｓｅｎ
，

　　　１９８８
，Ｐ．２５；Ｅ．Ｍａ１ｅｃ ｋｉ／Ｌ．Ｓｔａｒｋ， １９８４

，Ｐ．７７など参照
。

２２）Ｅ　Ｍａ１ｅｃ ｋ１／Ｌ　Ｓｔａｒｋ， １９８４，Ｐ７９　ティクラス ，１９８７年，１４へ 一ソ。なお軍需下

　　請けだけをみると ，その集中率はもっと高いといわれる（Ｅ．Ｍａｌｅｃ ｋｉ，１９８４
，ＰＰ

　　４０～４２ ，Ｍｕｒｒａｙ　Ｌ　Ｗｅ１ｄｅｎｂａｕｍ，１９７４，ｐｐ１１５～１１６）。

２２）Ｅ．Ｍａ１ｅｃｋｉ／Ｌ．ｓｔａｒｋ， １９８４
，ＰＰ．９２～９３

２３）ｒ軍産一地域複合体」の概念については，Ｒｏｇｅｒ　Ｗ．Ｌｏｔｃｈｉｎ（ｅｄ． ），

丁加〃〃一

　　　肋Ｚ〃淋ｏクｏ〃ポび８Ｃ〃ゴ３３ 加Ｗ〃ｏ〃戸伽６３．１９８４を見よ
。

２４）Ａｍ　Ｍａｒ
ｋｕｓｅｎ，Ｔｈｅ　Ｍ１１１ｔａｒ１ｚｅｄ　Ｅ

ｃｏｎｏｍｙ，Ｗｏｒ〃Ｐｏ伽ツＪｏ〃舳Ｚ３－３．１９８６
，

　　ｐ．５１２．デ ィグラス ，１９８７年，２３～２６べ 一ジ 。

２５）　 この点，８ｏ〃加閉Ｅ卯０５肌３
，１－１．１９７３におけるｒ南部の軍国主義」と題した

　　特集，および有賀　貞「南部の対外態度」（井出義光ほか編『アメリカの南部』

　　　１９７３年）１８８ぺ 一ジを参照 。

２６）たとえぼ泉　昌一「軍産複合体と連邦議会」（小原敬士編『アメリカ軍産複合

　　体の研究』１９７１年）１１５～１２９ぺ 一ジ ，８ｏ〃伽閉Ｅ功ｏ舳〃１０－６．１９８２の “Ｗａｇ －

　　ｉｎｇ　 Ｐｅａｃｅ” と題する特集（Ｐ．７１）も参照
。

２７）Ｇｅｏｒｇｅ ＷＨｏｐｋｍｓ，ＦｒｏｍＮａｖａ１ＰａｕｐｅｒｔｏＮａｖａ１Ｐｏｗｅｒ ＴｈｅＤｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

　　　ｏｆＣｈａｒ１ｅｓｔｏｎ ’ｓ Ｍｅｔｒｏｐｏ１１ｔａｎ－Ｍ１ｌ１ｔａｒｙＣｏｍｐ１ｅｘ，舳Ｒｏｇｅｒ ＷＬｏｔｃｈｍ（ｅｄ）
，

　　　１９８４
，Ｐ．２３；・Ｓｏ〃¢乃３ブ〃 厄工戸０３〃ｒ３１－１ ：１９７３，Ｐ

．８３

２８）Ｇｅｏｒｇｅ　Ｗ． Ｈｏｐｋｉｎｓ，１９８４
，ＰＰ．２２～２３１またメン デル ・リヴ ァーズの評伝は ，

　　Ｍａｒｓ
ｈａｌｌ　Ｆｒａｄｙ，Ｔｈｅ　Ｃｈａｒｌｅｓｔｏｎ　Ｃｏ１ｄ－Ｗａｒｒｉｏｒ　ｆｒｏｍ　Ｈｅｌ１－Ｈｏ１ｅ　Ｓｗａｍｐ，Ｌ独，

　　　Ｆｅｂ２７．１９７０（Ｍａｒｓ
ｈａ１１Ｆ

ｒａ
ｄｙ，８ｏ〃伽閉舳Ａ■ｏ〃舳〃３＾０めｗツ，１９８０に再

　　　録）を参照 。

２９）　Ｈ１ｇｈ１ａｎｄｅｒ　Ｒ
ｅｓｅａｒｃ

ｈ　ａｎｄ　Ｅｄｕｃａｔ１ｏｎ　Ｃｅｎｔｅｒ ０脈０ｚリ〃 Ｗ；ｏ耐１１；雌刎ツ　丁加

　　　１刎
〃ｄ 〆””伽７＝ソ戸

ブｏ６〃〃ｏ〃ｏ〃 〃３ 吻火ブ８ｏ〃ん，１９８３
，ｐ，１０；Ｔｏｍ　Ｓｃｈｌｅ

－

　　　ｓｍｇｅｒ，Ｓｈａｐｍｇ　ｔｈｅ　Ｓｏｕｔｈ ’ｓ　Ｐ
ｒｅ－ｗａｒ Ｅｃｏｎｏｍｙ，８ｏ〃伽閉Ｃん伽９３３，４－４／５．１９８２

，

　　　Ｐ ．９

３０）　Ｈ１ｇｈ１ａｎｄｅｒ　Ｃｅｎｔｅｒ，１９８３，Ｐ１６８

３１）詳細は，Ｗ１１１１ａｍ　Ｌ　Ｔ
ａｚｅｗｅｎによる杜史，ル吻ｏｒｚ１〉；６伽８ん抄伽Ｚ伽９

　　　丁加ハ榊Ｃ伽伽ｒ＝ソ，１９８６を参照
。

３２）　Ｃｈｒ１ｓｔｏｐｈｅｒ　Ｓ１１ｖｅｒ，Ｎｏｒｆｏ１ｋ　ａｎｄ　Ｎａｖｙ，閉Ｒｏｇｅｒ　Ｌｏｔｃｈｍ（ｅｄ），１９８４，ＰＰ１１３～

　　　１２６ ，８ｏ〃加閉Ｅ功ｏ舳〃
，１０－６．１９８２，Ｐ１０６ ，Ｈ１ｇｈ１ａｎｄ

ｅｒ Ｃｅｎｔｅｒ，１９８３，Ｐ２１９を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１３）



３２６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

　　　　参照
。

３３）Ｂ１１１Ｗ
ｍｎ，Ｍａｒｃｈｍｇ　ｔｈｒｏｕｇｈ　Ｇｅｏｒｇ１ａ，Ａ肋肋，Ｍａｒｃｈ１９６９，Ｐ６８ ・８２

，

　　　　８ｏ〃加閉１１：エ〃ｏ舳〃１＿１．１９７３，ｐ７３ ，Ｄａｖ１ｄ　Ｇｏ１ｄ丘ｅ１ｄ，１）７０刎鮒４Ｌ舳４　丁加

　　　　８ｏ〃〃 ５加”１９４５．１９８７
，Ｐ

．３２．なお「Ｃ５－Ａスキ ャンダル」については ，

　　　　Ｓｅｙｍｏ肚Ｍｅ１ｍａｎ１９７４，ＰＰ４４～４８を見よ
。

３４）冊・Ｇ・・砥加Ｐ肌・ Ｂ〃妙 ・凧・厄・… 伽伽４８・・〃Ｃ・眺げ１舳螂〃
　　　　〃〃肋〃助伽ゐ昭，１９８４，ｐ９ ，Ｈ１ｇｈ１ａｎｄｅｒ　Ｃｅｎｔｅｒ，１９８３，ｐ１８０　２０４

３５）Ｋｅｍｅｔｈ　Ａ　Ｂｅ討ｓｃｈ／Ｌｍｄａ　Ｓ　Ｓｈ
ａｗ，丁加Ｍ６ｚ鮒肋砂ｏ郷１〃伽なび，１９８４

，

　　　　ＰＰ・１９７～２０１；３ｏ”’ん
３ブ〃 亙工戸０３〃”３１－１．１９７３，ＰＰ．７９～８０；１６６６

．，

１０－６．１９８２
，Ｐ

．８９

　　　　 ，Ｌｅｓ　Ａｓｐｍ　Ｔｈｅ　Ｌｌｔｔｏｎ　Ｓｈ１ｐ　Ｆ
１ａｓｃｏ，丁加ハ伽２０〃，Ｄｅｃ１１．１９７２，ｐｐ５８１～５８４

３６）さしあたり ，Ｊ　Ｓａｍｕｅ１Ｗａｌｋ
ｅｒ，Ｔｈｅ　Ｓｏｕｔｈ　ａｎｄ　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｅ

ｎｅｒｇｙ，１９５４～６２
，

　　　　戸ブｏＺｏｇ倣，Ｆａ１１１９８１
，ｐｐ　１７６～１９１ ，Ｃｈａｒ１ｅｓ　Ｐ　Ｒｏ１ａｎｄ，Ｔ１加１刎〃ｒｏ加〃３１…；閉

，

　　　　１９７５，Ｐ．１０８など参照
。

３７）８ｏ〃肋伽厄功ｏ舳〃
，７－４，Ｗｍｔｅｒ１９７９の

‘‘

Ｔｏｗｅｒ　ｏｆ　Ｂａｂｅ１Ａ　Ｓｐｅｃｌａｌ　Ｒｅｐｏ吋

　　　　ｏｎｔｈｅＮｕｃ１ｅａＴＩｎｄｕｓｔｒｙ”と題する特集（ＰＰ２５～３８）およぴＪａｍｅｓ Ｃ　Ｃｏｂｂ
，

　　　　１〃“３炉伽なｏ〃伽６８ｏ〃ん３閉８０６〃ツ，１８７７～１９８４．１９８４
，ＰＰ．１３１～１３２を参照

。

３８）３勿ぬ伽〃Ａ６５肋〃１９８９，から．計算
。

３９）たとえはＬ１ｏｙｄ　Ｊ　Ｄｕｍａｓ／Ｍａｒｅｋ　Ｔｈｅｅ（ｅｄｓ），１９８９，Ｐ１５

４０）その歴史は，Ｃｈａｒ１ｅｓ ＷＪｏｈｎｓｏｎ，ｅｔａ１ ，Ｃ吻３洲〃Ａハ６舳０〃”ゴｇ３，

　　　　Ｔを舳鮒３３．１９４２～１９４６．１９８１ ，Ｈ１ｇｈ１ａｎｄｅｒ　Ｃｅｎｔｅｒ，１９８３，ｐｐ１１１～１２４

　４１）　Ｔｈｏｍａｓ　Ｂ　Ｃｏｃ
ｈｒａｎ，ｅｔ　ａ１，Ｗ〃ル〃Ｗとゆｏ郷Ｄ〃肋ｏｏ尾〃ｏＺ３　び８Ｎ〃ル〃

　　　　肋７ん
３０４ハ０６〃〃ツ」Ｐブ功如５． １９８７

，ｐｐ．６５～７５

　４２）　Ｏａｋ　Ｒ１ｄｇｅ　Ｅｎｖ１ｒｏｎｍｅｎｔａ１Ｐｅａｃｅ　Ａ１１１ａｎｃｅ，Ａ　Ｃ伽鮒泌Ｇ吻６〃ｏ ０〃Ｒ〃８３
．

　　　　１９８９，ＰＰ．４～２０

　４３）　たとえぱＨ１ｇｈ屹ｎｄｅｒ　Ｃｅｎｔｅｒ１９８３，ＰＰ９９～１０７

　４４）　Ｈ１ｇｈｌａｎｄｅｒ　Ｃｅｎｔｅｒ，１９８３
，ＰＰ

　１２９～１３８ ，Ｏａｋ　Ｒｌｄｇｅ　Ｅｎｖ１ｒｏｎｍｅｎｔａｌ　Ｐ
ｅａｃｅ

　　　　Ａｌ１１ａｎｃｅ，１９８９，Ｐ７

４５）Ｍ１ｃｈａｅ１Ｊ　ＭｃＤｏｎａｌｄ／Ｗ１ｌ１１ａｍ　Ｂ　Ｗｈｅｅｌｅｒ，Ｋ〃ｏ舳〃，乃舳３鰍Ｃｏ肋舳妙
　　　　ｏ〃６Ｃんｏ〃ｇ３ゴ〃”ノ１ククｏあ６んゴｏ〃 Ｃ〃ツ，１９８３

，ｐｐ．８９～９９

４６）　乃舳鮒〃Ｃｏ閉４ｏブ し少あ蛇，ｗｍｔｅｒ１９８９，Ｐ　２　そのほかＭ土Ｓｔｅｖｅ　Ｓｍｌｔｈ

　　　　Ｄ１ｒｅｃｔｏｒｏｆＯａｋＲ１ｄｇｅ Ｅｎｖ１ｒｏｎｍｅｎｔａ１Ｐｅａｃｅ Ａｌ１１ａｎｃｅからの聞き取り（１９８９年

　　　　１１月８日）およぴＭｓ　Ｍａｒ１１ｙｎｅ　Ｍｍｌａｙ，Ｔｅｍｅｓｓｅｅ　Ｔｅｃ
ｈｎｏ１ｏｇｙ　Ｆｏｍｄａｔ１ｏｎ か

　　　　らの聞き取り（１１月１４日）と視察による
。

４７）Ｔｈｏｍａｓ　Ｂ　Ｃｏｃ
ｈｒａｎ，ｅｔ　ａ１．１９８７，Ｐ９３ ，Ｓｏｕｔｈｅｍ　Ｅｘｐｏｓｕｒｅ，７－４．１９７９，Ｐ４３

４８）バーソズの政治的経歴については，安藤次男『アメリカ自由主義とニュー デ

　　　　
ィー

ル』１９９０年，５５～８２べ 一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１４）
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４９）Ｅ　Ｓｔｕａｒｔ　 Ｃｈａｐｍ
，Ｊｒ らか水爆工場建設中におこな った実態調査の報告書１〃

　　　伽８加３・伽 げｏ Ｄ批鮒Ｐ加〃Ａ８切勿げび伽伽ｚ肋・〃閉Ｒ舳Ｚ８・〃〃

　　　Ｃ〃ｏ伽ｏ，１９５４，ｐｐ．１１～１９を参照。エイキン郡の歴史は，Ｗｉ１１Ｃｏｌｅ
，丁加”舳ツ

　　　１７０６３３ 〆ノｈ冶ゴ〃，１９８５

５０）Ｅ　Ｓｔｕａｈ　Ｃｈ
ａｐｍ

，Ｊｒ ，ｅｔ　ａ１．１９５４，Ｐ７５　イレノトノの白人商店主家族の移住の

　　　回想録として ，Ｌｏｕｉｓｅ　 Ｃａｓｓｅ１ｓ，丁肋ひ鵬功〃〃亙エｏゴ〃３．１９７１も参照
。

５１）　Ｋｅｎｎｅｔｈ　Ａ　Ｂｅれｓｃ
ｈ， ｅｔ　ａ１ ．１９８４，Ｐ３３９ ，０叱ｍ〃伽 げ８ｏ伽舳肋Ｒ〃６ｒ ３〃

　　　〃醐２０〃伽６Ａ伽ｗ倣５．１９８９，Ｐ５ ，Ｔｈｏｍａｓ　Ｂ　Ｃｏｃ
ｈｒａｎ，ｅｔ　ａ１ ．１９８７，ＰＰ９２～９５

５２）Ｆｒａｎｃｅｓ　Ｃ１ｏｓｅ　Ｈａｒｔ，Ｓａｖａｍａ
ｈ　Ｒｌｖｅｒ　Ｗｅａｐｏｎｓ　Ｐｌａｎｔ　Ｐｏ１ｓｏｎｍｇ　ｏｕｒ　Ｌａｎｄ

，

　　　Ｒ肌〃８ｏ〃加閉ｙｏ伽ノｂｒ 戸３〃３，４５，Ｊｕ１ｙ／Ａ
ｕｇ

．１９８９

５３）　８ｏ〃ん６閉厄エクｏ舳〃
、７－４．１９７９，ｐ５０ ，Ｅｎｅｒｇｙ　Ｒｅｓｅａｒｃ

ｈ　Ｆｏｕｎｄａｔ１ｏｎ，Ｒ６３３０ｒ６ん

　　　Ｅ〃ん舳９３，１－１，Ｍａｙ／Ｊｕｎｅ，１９８３，ＰＰ．２～３

５４）　ＮＵＳ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，８０６６０３６０〃ｏ〃６ Ｂ伽３伽３ Ｃ加閉６〃ｒあ〃６ｏ〃 力ｒ 妨３ ８伽伽一

　　　〃ｏんＲゴ〃６ブ ＰＺｏ〃¢ ノ４ブ６０．１９８１
，ｐｐ．２～５

５５）　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｐａれｎｅｒｓ
ｈ１ｐ，１９８９Ｅ６０〃ｏ舳６ Ａ６鮒０６之ん加〃Ｃｏ舳一

　　　妙を参照 。

５６）８ｏ〃伽閉厄功ｏ舳〃
，７－４．１９７９

，Ｐ
．５１．Ｒｉｃｈａｒｄ　Ｊ－Ｂｕｍｅｔｔｅ，Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅ　Ｄｉｒｅｃｔｏｒ

　　　ｏｆ　Ｂａｍｗｅｌ１Ｃｏｕｎｔｙ　Ｅｃｏｎｏｍｃ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｃ
ｏｍｍｌｓｓ１ｏｎ からの聞き取りと視察

　　　（１９９０年１月２５日）による
。

５７）　Ｅ６０〃ｏ刎北Ｐｒ功Ｚピ ん加〃ｏ〃６Ｅ伽功３〃Ｃｏ舳伽５． １９８９－１９９０．およびＪｕｎｅ

　　　Ｍｕｒ
伍， Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｇｒｅａｔｅｒ　Ａｌｋｅｎ　Ｃｈａｍｂｅｒ　ｏｆ　Ｃ

ｏｍｍｅｒｃｅ からの聞き取り

　　　（１９９０年１月２４日）。

５８）たとえぼ，二橋　智「独占資本主義彩成期のアメリカにおける造船業」『土地

　　　制度史学』１２６号 ，１９９０年を見よ
。

５９）Ｄａｖ１ｄＫ 　Ｈ
ｅｍｙ

，ｅｔａ１，Ｐ６ ，藤岡　惇，１９９０年 ，１２０へ 一！ 。

６０）Ｃ１ｍｔｏｎ　Ｈ　Ｗｈ１ｔｅｈｕｒｓｔ，Ｊｒ ，丁加び８８妙６刎〃閉ｇ１〃〃３りｐ似Ｐ伽〃，

　　　”〃６亙〃ｚ〃ズ３．１９８６，ｐ
．９４

６１）１６〃
．，

Ｐ． ２８．なお軍需依存が，米国造船業の競争力をい っそう奪 っていること

　　　については，Ｄａｍｅ１Ｍ　Ｍａｃ
ｋ－Ｆｏｒ１１ｓｔ，ｅｔ　ａ１，丁加Ｃｏｍ６閉ｏ〃 げ８ん抄〃１ ”１ 昭一

　　　介０刎 ””伽びｚＯ　Ｃ”伽〃”〃肋３．１９７０も参照
。

６２）Ｃ１ｉｎｔｏｎ Ｈ． Ｗｈｉｔｅｈｕｒｓｔ，Ｊｒ
．，

１９８６，Ｐ
．７０ ・２１４

６３）　Ｈ１ｇｈ１ａｎｄｅｒ　Ｃｅｎｔｅｒ，１９８３，ＰＰ５２～５３

６４）　
この点については，Ｍｏｍｓ　Ｌ　Ｓｗｅｅｔ，１９８１，ＰＰ１２～１５ ，Ｒ１ｃ ｈａｒｄ　Ｆ　Ｂｅｎｓｅｌ

，

　　　８
３６〃ｏ〃”〃５刎ｏ〃３Ａ舳６ブゴ６０〃 Ｐｏ〃〃６０Ｚ　Ｄ３〃３Ｚｏク刎６〃，１８８０～１９８０．１９８４，ｐｐ

．２８０

　　　～２８３；Ｒｏｂｅ血Ｊａｙ　Ｄｉ１ｇｅｒ，Ｔｈｅ　Ｓｕｎｂｅ１ｔ／Ｓｎｏｗｂｅ１ｔ　Ｃｏｎｔｒｏｖｅｒｓｙ ：丁加Ｗ；〃ｏ〃ぴ

　　　ル６伽げ舳ゐ，１９８２，ＰＰ９９～１２２ ，Ｊａｑｕｅｌｍｅ　Ｍａｚｚａ／Ｄａ１ｅ　Ｅ　ｗ１１ｋｍｓｏｎ，丁加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８１５）



３２８

６５）

６６）

６７）

６８）

６９）

　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

び砂・ｏ伽〃ル・尾Ｒ・ｇ１・・〃伽４８肋物・１刎加加・舳・ Ｄ批鮒助伽伽９

肋〃３ｍ，１９８０，ｐ．３０などを参照 。

　Ｈ１ｇｈｌａｎｄｅｒ　Ｃｅｎｔｅｒ，１９８３，ｐ５９

　１６づ五，ｐｐ．５５～６７

　１６づ五，ｐｐ．６８～７６

　たとえぱＪａｎｅＪａｃｏｂｓ， Ｃ〃６Ｍ〃妨３Ｗあ舳げ１Ｖ；ｏ〃ｏ郷，１９８４［Ｊ．ジ ェイコ ブ

ズ（中村達也ほか訳）ｒ都市の経済学』１９８６年，２２４べ 一ジ１。 またＥｄｗａｒｄ

Ｍａ１ｅｃｋ１１Ｌｕ１ｓ　Ｓｔａｒｋ， １９８８，Ｐ６９も参照 。

　この点の詳細は，宮本憲一ほか編［地域経済学』１９９０年，７８～８８べ 一ジ，鶴見

和子ほか編［内発的発展論』１９８９年，３ ・２８ぺ 一ジなどを参照 。

（８１６）




